
四 半 期 報 告 書

(第99期第２四半期)

　

自 平成29年７月１日

至 平成29年９月30日

エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社

決算短信（宝印刷） 2017年11月13日 12時44分 1ページ（Tess 1.50(64) 20170828_01）



四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第98期

第２四半期
連結累計期間

第99期
第２四半期
連結累計期間

第98期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 433,539 432,000 901,221

経常利益 (百万円) 5,121 8,393 21,725

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 6,552 5,739 14,298

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 6,972 19,168 16,192

純資産額 (百万円) 257,399 280,888 264,323

総資産額 (百万円) 623,386 654,112 640,543

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 53.09 46.49 115.84

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 52.83 46.24 115.28

自己資本比率 (％) 41.1 42.8 41.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,543 12,060 38,742

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △13,953 △7,813 △25,325

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 24,893 △9,675 21,703

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 67,783 78,263 83,462

回次
第98期

第２四半期
連結会計期間

第99期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 27.95 13.87

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等は行われておりません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日～平成29年９月30日）における当グループの連結業績は、堅調な

国内需要に加え、外国人観光客の増加でインバウンド売上も好調に推移した阪急うめだ本店を中心に、百貨店事業

がグループ全体を牽引した結果、不採算店舗の閉鎖やイズミヤの建て替え工事の影響があったものの、連結売上高

は前年同期比99.6％の微減に留まり、営業利益は同105.4％と伸長いたしました。また、経常利益は前年同期比

163.9％と、為替予約評価益の計上や受取配当金の増加などにより増益となりましたが、親会社株主に帰属する四半

期純利益については、前期に土地売却益を計上したこともあり、同87.6％の減益となりました。

《連結業績(平成29年４月１日～平成29年９月30日)》

金額(百万円) 前年同期比(％)

売上高 432,000 99.6

営業利益 6,978 105.4

経常利益 8,393 163.9

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,739 87.6

　

各セグメントの概況は次のとおりです。

①百貨店事業

阪急うめだ本店では、昨年大規模なリニューアルを行った婦人ファッション売場が、ファッション感度の高いお

客様を中心に幅広い世代から支持され好調に推移いたしました。また、改装した売場の認知度が上がるとともに新

しいお客様の来店頻度も増えるなど、リニューアルオープンから一巡してもその成果は確実に現れ続けています。

インバウンド需要については、従来から好調な化粧品等の消耗品に加え、ジュエリー、時計等の高額品の動きも良

く、大きく伸長いたしました。また、情報発信強化による広域からの集客力向上にも継続的に取り組んだ結果、阪

急メンズ大阪を含めた阪急本店の売上高は108,982百万円、前年同期比109.0％となりました。

阪神梅田本店では、平成30年春のⅠ期棟オープンに向け、順調に建て替え工事が進んでおります。工事に伴う面

積減の影響もあり、主力の食料品の売上は前年をやや下回りましたが、阪神ならではの人気催事が好評で集客に寄

与した結果、売上高は26,242百万円、前年同期比99.3％となりました。

支店においては、堺 北花田阪急が７月に閉店いたしましたが、紳士と化粧品を強化した博多阪急、ライフスタイ

ル提案型の売場を強化した西宮阪急が堅調に推移するなど、支店合計の売上高は前年並みで推移いたしました。

以上のような結果、百貨店事業全体で売上高、営業利益ともに前年実績を上回りました。
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《百貨店事業の業績(平成29年４月１日～平成29年９月30日)》

金額(百万円) 前年同期比(％)

売上高 206,487 104.8

営業利益 6,136 129.8

②食品事業

イズミヤ株式会社では、食事業強化を軸とした改装を既存店４店舗で行いました。 また、カナート株式会社を含

め現在５店舗において建て替え工事が進行中で、来年度以降順次オープンしていく予定です。株式会社阪急オアシ

スでは、当期も３店舗を出店しました。

食品・日用品は、節約志向の強まりとともに価格競争が激化し、さらに天候要因によって、農産・水産の相場が

不安定なことなどもあり厳しい状況が続いています。売上の全般的な苦戦やイズミヤの店舗閉鎖に伴う営業店舗数

の減少、また昨年７月１日にイズミヤ株式会社を不動産の管理・開発を行う株式会社エイチ・ツー・オー アセット

マネジメントと小売事業を担うイズミヤ株式会社（新設）に分社化した関係などの影響により、食品事業は減収減

益となりました。

《食品事業の業績(平成29年４月１日～平成29年９月30日)》

金額(百万円) 前年同期比(％)

売上高 193,807 94.3

営業損失 △1,077 -

　

③不動産事業

株式会社阪急商業開発では、運営する「モザイクモール港北」が、店舗の入れ替えの効果で集客力が高まり、専

門店、百貨店ともに堅調に推移しました。また株式会社カンソーでは、グループ外企業との取引拡大に積極的に取

り組み、売上は前年同期実績を上回りました。

尚、前述の通り、昨年７月にイズミヤ株式会社を株式会社エイチ・ツー・オー アセットマネジメントとイズミヤ

株式会社（新設）に分社化した関係で、大幅な増益となっております。

《不動産事業の業績(平成29年４月１日～平成29年９月30日)》

金額(百万円) 前年同期比(％)

売上高 5,678 120.0

営業利益 2,790 134.1

④その他事業

株式会社大井開発では、運営する「阪急大井町ガーデン」のホテル部門が引き続き高い客室稼働率を維持しまし

た。また、株式会社ペルソナでは、本年４月に導入した電子マネー「litta」の利用者数が順調に増加しておりま

す。

専門小売店業態におきましては、株式会社家族亭が新規メニューの開発・導入を積極的に行いました。また、株

式会社エフ・ジー・ジェイや、株式会社阪急B&Cプランニングも新規出店などにより事業規模の拡大を進めました。

このような取り組みの結果、その他事業全体の業績は以下の通りとなりました。

《その他事業の業績(平成29年４月１日～平成29年９月30日)》

金額(百万円) 前年同期比(％)

売上高 26,026 99.5

営業利益 2,612 126.4
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(２) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は654,112百万円となり、前連結会計年度末に比べ13,568百万円増加しまし

た。これは、投資有価証券が含み益の増加などにより19,950百万円、阪神梅田本店建て替え工事などの進行に伴い

建設仮勘定が4,238百万円増加した一方、現金及び預金が5,198百万円、季節要因等により受取手形及び売掛金が

2,370百万円減少したことによるものです。

負債合計は373,223百万円となり、前連結会計年度末から2,996百万円減少しました。これは、繰延税金負債が

7,585百万円増加した一方、支払手形及び買掛金が4,521百万円、借入金が4,726百万円、コマーシャル・ペーパーが

2,000百万円、それぞれ減少したことなどによるものです。

また、純資産は280,888百万円と前連結会計年度末から16,565百万円増加しました。これは、親会社株主に帰属す

る四半期純利益5,739百万円の計上と配当金の支払2,469百万円などにより利益剰余金が3,139百万円、投資有価証券

の含み益の増加によりその他有価証券評価差額金が14,008百万円増加したことなどによるものです。

なお、自己資本比率は42.8％となりました。

(３) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、78,263百万円（前連結会計年度末比5,198百万円の減少）

となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、12,060百万円の収入（前年同期比3,517百万円の収入の増加）となりまし

た。これは主に、たな卸資産の増減額が1,473百万円の収入（前年同期は1,073百万円の支出）となったことや、仕

入債務の増減額が3,686百万円の支出（前年同期比2,978百万円の支出の減少）となったことなどによるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出が合わせて11,939百万

円（前年同期比8,841百万円の支出の減少）となったことなどにより7,813百万円の支出（前年同期比6,139百万円の

支出の減少）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、9,675百万円の支出（前年同期は24,893百万円の収入）となりました。こ

れは主に、長期借入れによる収入が150百万円（前年同期比26,349百万円の収入の減少）となったことや、短期借入

金の純増減額が2,000百万円の支出（前年同期は4,000百万円の収入）となったことなどによるものです。

　

(４) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(５) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(６) 研究開発活動

特記事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(１) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 125,201,396 125,201,396
東京証券取引所

(市場第一部)

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株
式。単元株式数は100株で
あります。

計 125,201,396 125,201,396 ― ―

(注）提出日現在の発行数には、平成29年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

(２) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(３) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(４) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(５) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年９月30日 ― 125,201,396 ― 17,796 ― 72,495
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(６) 【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

阪神電気鉄道㈱ 大阪府大阪市福島区海老江１丁目１番24号 14,749 11.78

阪急阪神ホールディングス㈱ 大阪府池田市栄町１番１号 10,336 8.26

㈱高島屋 東京都中央区日本橋２丁目４番１号 6,259 5.00

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,541 4.43

日本マスタートラスト信託銀行㈱
(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 3,539 2.83

イズミヤ共和会 大阪府大阪市西成区花園南１丁目４番４号 2,679 2.14

GOVERNMENT OF NORWAY
（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ
東京支店）

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO 0107
NORWAY
（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

2,231 1.78

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
(信託口９)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,783 1.42

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
(信託口５)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,761 1.41

Ｈ２Ｏリテイリンググループ従業員持株会
大阪府大阪市北区角田町８番７号
エイチ・ツー・オー リテイリング㈱内

1,670 1.33

計 ― 50,553 40.38

(注)１．上記のほか当社所有の自己株式1,731千株(1.38％)があります。

２．平成29年７月24日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、アセットマネジ

メントOne㈱及びその共同保有者であるアセットマネジメントOneインターナショナルが平成29年７月14日現

在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在におけ

る実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数
(千株)

株券等
保有割合
(％)

アセットマネジメントOne㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目８番２号 4,801 3.84

アセットマネジメントOne
インターナショナル

Mizuho House, 30 Old Bailey, London,
EC4M 7AU, United Kingdom

235 0.19

計 ― 5,037 4.02

決算短信（宝印刷） 2017年11月13日 12時44分 11ページ（Tess 1.50(64) 20170828_01）



― 8 ―

(７) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,731,200

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

123,119,400
1,231,194 同上

単元未満株式
普通株式

350,796
― 同上

発行済株式総数 125,201,396 ― ―

総株主の議決権 ― 1,231,194 ―

(注) １．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,700株（議決権の数

17個）含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式68株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
エイチ・ツー・オー
リテイリング株式会社

大阪市北区角田町８番７号 1,731,200 ― 1,731,200 1.38

計 ― 1,731,200 ― 1,731,200 1.38

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(１) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 83,481 78,282

受取手形及び売掛金 43,588 41,218

商品及び製品 33,531 32,274

仕掛品 174 265

原材料及び貯蔵品 1,587 1,277

繰延税金資産 4,146 5,676

未収入金 5,063 4,113

その他 7,172 6,298

貸倒引当金 △428 △443

流動資産合計 178,318 168,964

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 108,262 108,382

機械装置及び運搬具（純額） 3,745 3,975

土地 134,591 133,962

建設仮勘定 2,012 6,251

その他（純額） 10,348 10,453

有形固定資産合計 258,961 263,024

無形固定資産

のれん 5,217 4,932

その他 12,326 12,197

無形固定資産合計 17,543 17,129

投資その他の資産

投資有価証券 103,031 122,981

長期貸付金 3,868 3,897

差入保証金 69,060 68,297

退職給付に係る資産 683 2,070

繰延税金資産 9,960 8,622

その他 2,067 2,060

貸倒引当金 △2,952 △2,937

投資その他の資産合計 185,720 204,993

固定資産合計 462,225 485,147

資産合計 640,543 654,112
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 59,394 54,873

1年内償還予定の社債 6,600 6,550

コマーシャル・ペーパー 2,000 -

1年内返済予定の長期借入金 29,585 32,161

未払金 14,329 16,991

リース債務 675 654

未払法人税等 4,744 3,099

繰延税金負債 4 0

商品券 23,846 24,452

賞与引当金 4,885 4,883

役員賞与引当金 177 107

店舗等閉鎖損失引当金 441 186

ポイント引当金 1,750 2,047

資産除去債務 1,089 571

その他 39,676 39,823

流動負債合計 189,202 186,400

固定負債

社債 10,000 10,000

長期借入金 108,593 101,292

繰延税金負債 21,521 29,111

再評価に係る繰延税金負債 265 266

役員退職慰労引当金 245 206

商品券等回収引当金 3,558 3,597

退職給付に係る負債 18,209 17,662

長期未払金 526 752

リース債務 7,706 7,979

長期預り保証金 11,494 10,735

資産除去債務 2,567 2,702

その他 2,328 2,516

固定負債合計 187,017 186,823

負債合計 376,219 373,223

純資産の部

株主資本

資本金 17,796 17,796

資本剰余金 92,732 92,726

利益剰余金 125,490 128,630

自己株式 △3,234 △3,222

株主資本合計 232,786 235,931

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 31,227 45,235

繰延ヘッジ損益 21 39

土地再評価差額金 125 124

為替換算調整勘定 △309 △463

退職給付に係る調整累計額 △629 △1,073

その他の包括利益累計額合計 30,434 43,863

新株予約権 1,098 1,089

非支配株主持分 3 3

純資産合計 264,323 280,888

負債純資産合計 640,543 654,112
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(２) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 433,539 432,000

売上原価 307,059 306,110

売上総利益 126,480 125,889

販売費及び一般管理費 ※ 119,856 ※ 118,911

営業利益 6,623 6,978

営業外収益

受取利息 42 86

受取配当金 524 762

諸債務整理益 584 619

為替予約評価益 - 346

その他 386 964

営業外収益合計 1,538 2,780

営業外費用

支払利息 541 499

為替予約評価損 1,135 -

商品券等回収引当金繰入額 473 460

その他 890 405

営業外費用合計 3,040 1,365

経常利益 5,121 8,393

特別利益

固定資産売却益 4,291 1,683

退職給付制度改定益 - 1,445

店舗等閉鎖損失引当金戻入額 218 -

特別利益合計 4,510 3,128

特別損失

店舗等閉鎖損失 1,992 873

固定資産除却損 536 566

減損損失 1,114 108

特別損失合計 3,643 1,547

税金等調整前四半期純利益 5,987 9,974

法人税、住民税及び事業税 1,917 2,774

法人税等調整額 △2,482 1,460

法人税等合計 △564 4,234

四半期純利益 6,552 5,739

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,552 5,739
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益 6,552 5,739

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,597 14,008

繰延ヘッジ損益 17 18

土地再評価差額金 - △1

為替換算調整勘定 94 7

退職給付に係る調整額 181 △443

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,470 △161

その他の包括利益合計 420 13,428

四半期包括利益 6,972 19,168

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 6,972 19,168

非支配株主に係る四半期包括利益 0 0
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(３) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 5,987 9,974

減価償却費 7,951 7,827

減損損失 1,114 108

店舗等閉鎖損失 1,746 655

のれん償却額 306 285

退職給付制度改定益 - △1,445

貸倒引当金の増減額（△は減少） △582 0

賞与引当金の増減額（△は減少） △92 △2

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △33 △70

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △160 893

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17 △38

商品券等回収引当金の増減額（△は減少） 64 39

店舗等閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △66 △255

ポイント引当金の増減額（△は減少） 301 297

受取利息及び受取配当金 △567 △849

支払利息 541 499

持分法による投資損益（△は益） 110 △23

固定資産売却損益（△は益） △4,291 △1,683

固定資産除却損 254 321

為替予約評価損益（△は評価益） 1,135 △346

売上債権の増減額（△は増加） 5,233 2,369

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,073 1,473

仕入債務の増減額（△は減少） △6,665 △3,686

未払消費税等の増減額（△は減少） △271 △2,744

前受金の増減額（△は減少） 3,948 3,085

その他 △327 △1,013

小計 14,581 15,674

利息及び配当金の受取額 534 811

利息の支払額 △537 △490

法人税等の支払額 △6,035 △3,935

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,543 12,060
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(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） 10 -

有形固定資産の取得による支出 △18,993 △9,483

有形固定資産の売却による収入 5,699 2,677

無形固定資産の取得による支出 △1,787 △2,456

無形固定資産の売却による収入 0 1,500

資産除去債務の履行による支出 △253 △758

投資有価証券の取得による支出 △4 △34

有価証券及び投資有価証券の売却
及び償還による収入

134 -

長期貸付けによる支出 - △119

長期貸付金の回収による収入 121 114

差入保証金の差入による支出 △328 △162

差入保証金の回収による収入 1,447 909

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,953 △7,813

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,000 △2,000

長期借入れによる収入 26,500 150

長期借入金の返済による支出 △2,991 △4,876

社債の償還による支出 △50 △50

自己株式の売却による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △1 △3

配当金の支払額 △2,159 △2,469

リース債務の返済による支出 △404 △426

財務活動によるキャッシュ・フロー 24,893 △9,675

現金及び現金同等物に係る換算差額 △192 230

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 19,290 △5,198

現金及び現金同等物の期首残高 48,492 83,462

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 67,783 ※ 78,263
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間

（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

（会計方針の変更）

　一部の持分法適用関連会社においては、顧客への付与ポイントに係る収入及び引当等の会計処理について、従来、

売上高と販売費及び一般管理費に計上しておりましたが、当連結会計年度より、預り金による処理に変更いたしまし

た。

これは、当社グループが提供するポイントサービスについて、阪急阪神ホールディングスグループとの共通ポイン

ト「Sポイント」サービスへの制度変更が行われたことに伴い、ポイントの付与及び精算等のプロセスについて見直し

た結果、実態をより適切に反映するために行ったものであります。

当連結会計年度の期首の純資産に、前連結会計年度の期末における未使用ポイント残高と、ポイント引当金の差額

を基に算定した累積的影響額を反映しております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の損益への影響

額及び前連結会計年度の期首の純資産に反映されるべき累積的影響額は軽微であるため、遡及適用は行っておりませ

ん。

この結果、当連結会計年度の期首の利益剰余金が130百万円減少しております。また、当第２四半期連結累計期間の

経常利益及び税金等調整前四半期純利益、１株当たり情報に与える影響は軽微であります。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

給料及び手当 34,522百万円 34,292百万円

賃借料 18,543 〃 18,310 〃

賞与引当金繰入額 4,574 〃 4,491 〃

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金 67,802百万円 78,282百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△19 〃 △19 〃

現金及び現金同等物 67,783百万円 78,263百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月12日
取締役会

普通株式 2,159 17.50 平成28年３月31日 平成28年６月１日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月26日
取締役会

普通株式 2,468 20.00 平成28年９月30日 平成28年11月30日 利益剰余金

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月11日
取締役会

普通株式 2,469 20.00 平成29年３月31日 平成29年５月31日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月31日
取締役会

普通株式 2,469 20.00 平成29年９月30日 平成29年11月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

百貨店
事業

食品
事業

不動産
事業

その他
事業

計
調整額
(注１)

四半期連
結損益計
算書計上
額(注２)

売上高

(１) 外部顧客への売上高 197,060 205,595 4,730 26,152 433,539 ― 433,539

(２) セグメント間の内部
　 売上高又は振替高 252 2,763 7,543 13,248 23,807 △23,807 ―

計 197,312 208,358 12,274 39,401 457,347 △23,807 433,539

セグメント利益 4,726 1,587 2,080 2,066 10,461 △3,837 6,623

(注) １．セグメント利益の調整額△3,837百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

重要性に乏しいため、記載を省略しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「百貨店事業」セグメントにおいては、㈱阪急阪神百貨店・堺 北花田阪急の営業終了決定に伴い、当第２四半期

連結累計期間に原状回復費用相当額として780百万円の減損損失を計上しております。なお、四半期連結損益計算書

においては、特別損失の店舗等閉鎖損失に含めて表示しております。また、阪神梅田本店について、建て替え工事

期間中のキャッシュ・フローによる固定資産簿価の回収可能性を判断した結果、1,089百万円の減損損失を認識いた

しました。

「食品事業」セグメントにおいては、イズミヤ㈱他について、店舗の閉鎖等に伴い、当第２四半期連結累計期間

に967百万円の減損損失を計上しております。なお、店舗閉鎖に係る損失966百万円について、四半期連結損益計算

書においては、特別損失の店舗等閉鎖損失に含めて表示しております。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

百貨店
事業

食品
事業

不動産
事業

その他
事業

計
調整額
(注１)

四半期連
結損益計
算書計上
額(注２)

売上高

(１) 外部顧客への売上高 206,487 193,807 5,678 26,026 432,000 ― 432,000

(２) セグメント間の内部
　 売上高又は振替高 257 2,363 8,906 12,961 24,488 △24,488 ―

計 206,745 196,170 14,584 38,988 456,489 △24,488 432,000

セグメント利益又は
損失（△）

6,136 △1,077 2,790 2,612 10,462 △3,483 6,978

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△3,483百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

重要性に乏しいため、記載を省略しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「食品事業」セグメントにおいては、イズミヤ㈱他について、店舗の閉鎖等に伴い、当第２四半期連結累計期間

に509百万円の減損損失を計上しております。なお、店舗閉鎖に係る損失404百万円について、四半期連結損益計算

書においては、特別損失の店舗等閉鎖損失に含めて表示しております。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

(１)１株当たり四半期純利益金額 53円09銭 46円49銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 6,552 5,739

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

6,552 5,739

普通株式の期中平均株式数(株) 123,407,211 123,468,202

(２)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 52円83銭 46円24銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する
四半期純利益調整額(百万円)

― ―

普通株式増加数(株) 626,543 672,273

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

第99期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当については、平成29年10月31日開催の取締役会に

おいて、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決

議いたしました。

① 配当金の総額 2,469百万円

② １株当たりの金額 20円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年11月30日

　

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成29年11月13日

エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社

取締役会 御中
　

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 伊 與 政 元 治 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 杉 田 直 樹 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 弓 削 亜 紀 印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエイチ・ツー・

オー リテイリング株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成29年７月１日から平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社及び連結子会社の平成

29年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以 上

（注）１. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。

２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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